
別表３－１

コード

記入日：

平成 年度

政策名称

施策名称

基本事業名称

事務事業名称

　

（活動指標名称） （目標達成年度）

（成果指標名称） （目標達成年度）

　

H ～ H

作成年度 担当者

課コード

課　名

事務事業コード

基本事業コード

細目コード

目コード

政策コード 款コード

項コード

関連計画

対象指標：対象の大きさを表す指標

計画（ＰＬＡＮ）

法令・条例規則等

目的：何をしたいのか

事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入

対象：誰、何を対象にしているのか

人

活動指標：事務事業の活動量を表す指標

活動指標

成果指標

課長名
事 務 事 業 事 前 評 価 表

評価対象事業名称 年度

総合計画の位置付け

施策コード

財務会計の位置付け

千円

7,000 7,000千円

実施（ＤＯ）

全体計画 平成１９年度 平成２４年度
単位

成果指標：目的の達成度を表す指標

平成２５年度以降平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

千円

国 補 助 金

県 補 助 金

千円

千円

千円

千円総事業費 A+B

千円

起 債

そ の 他

一 般 財 源

千円

財
源
内
訳

直接事業費 A

人
件
費

従 事 職 員 数

人 件 費 単 価

計 B

7,000 7,000

平成単年度事業

7,000 7,0007,000 7,000

単年度繰返事業 平成 年度 ～ 平成 年度

継続事業 平成 年度 ～ 平成 年度



別表３－２

コード

記入日：

財務会計の位置付け

政策名称 款コード

施策名称 項コード

基本事業名称 目コード

事務事業名称 細目コード

　

対象指標：対象の大きさを表す指標

活動指標：事務事業の活動量を表す指標・達成率

（全体） （評価年度実績） 活動指標名称： 説明会等の開催 目標達成年度：

（全体） （評価年度実績） （達成率分析説明）

（全体） （評価年度実績）

成果指標：目的の達成度を表す指標・達成率

成果指標名称： 目標達成年度：

（全体） （評価年度実績） （達成率分析説明）

（全体） （評価年度実績）

　

7,000 7,0007,000人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

人

その他 千円

起債 千円

県補助金 千円
財
源
内
訳

国補助金 千円

直接事業費 A 千円

総事業費 A+B 千円

回

目的：何をしたいのか

事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入

事務事業コード

実施（ＤＯ）

計画計画 変更 計画 変更

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度以降

事 務 事 業 途 中 評 価 表

年度作成年度

施策コード

政策コード

担当者

評価対象事業名称 年度

平成

計画（ＰＬＡＮ）

課コード

課　名

基本事業コード

法令・条例規則等

変更

千円

7,000

従事職員数

一般財源 千円

計 B

7,000 7,000 7,000 7,000

対象：誰、何を対象にしているのか

人
件
費

指
標

平成１６年度以前 平成１７年度

平成単年度事業

総合計画の位置付け

平成

平成

達
成
率

指
標

課長名

計画 変更 計画 変更

達
成
率

計画 実績

単位

全体計画Ｈ  ～Ｈ 平成１８年度

関連計画

活動指標

計画

成果指標

団体

年度

実績

年度 ～

年度年度 ～ 平成単年度繰返事業

継続事業 平成



コード

　

（理由：ない場合は理由を改善策へ）

（理由：ない場合は理由を改善策へ）

（理由：不適切な場合は理由を改善策へ）

（理由：いない場合は理由を改善策へ）

（理由：ある場合は理由を改善策へ）

（理由：ない場合は理由を改善策へ）

（理由：できる場合は理由を改善策へ）

（理由：できる場合は理由を改善策へ）

（理由：できる場合は理由を改善策へ）

（理由：いいえの場合は理由を改善策へ）

　

事業を継続 拡大して事業を継続 事業の休止

縮小して事業を継続 他の類似事業と整理統合 事業の廃止

※３次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

１次 ２次

　今後の事業
　の方向性

３次 ３次１次 ２次

効
率
性

町の対応

直接事業費を削減することはできません
か。

人件費を削減することはできませんか。

受益者負担は適正ですか。

改善（ＡＣＴＩＯＮ)

改善策

有
効
性

１次 ２次 ３次

２
次
評
価

有効性

効率性

ある

時代情勢や環境の変化などを考慮しても、
事業を行う必要がありますか。

評価（CHECK)

適切

不適切

ない

現在の事業の進め方が期待されるような成
果をもたらしていますか。

ない

いる

いない

ある

事業を行わない場合の影響はありますか。

はい

いいえ

できる

できない

できる

できない

できる

できない

ある

１
次
評
価

妥当性

有効性

効率性

ある

成果を向上させる余地はありますか。

ない

事業の対象・目的は適切ですか。

ない

妥
当
性

町が税金を投入して行う必要があります
か。

妥当性

住民等の意見

類似事業との整理統合はできませんか。



別表３－３

コード

記入日：

財務会計の位置付け

政策名称 款コード

施策名称 項コード

基本事業名称 目コード

事務事業名称 細目コード

　

対象指標：対象の大きさを表す指標

活動指標：事務事業の活動量を表す指標・達成率

（全体） （評価年度実績） 活動指標名称： 目標達成年度：

（全体） （評価年度実績） （達成率分析説明）

（全体） （評価年度実績）

成果指標：目的の達成度を表す指標・達成率

成果指標名称： 目標達成年度：

（全体） （評価年度実績） （達成率分析説明）

（全体） （評価年度実績）

　

H　　 ～ Ｈ

実績

平成１６年度以前

成果指標

活動指標

平成１７年度

計画 実績

事務事業コード

目的：何をしたいのか

事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入

対象：誰、何を対象にしているのか

関連計画

達
成
率

達
成
率

計画 実績

実施（ＤＯ）

指
標

法令・条例規則等

指
標

課コード

課　名

課長名

担当者

単年度事業 平成

平成

計画（ＰＬＡＮ）

基本事業コード

評価対象事業名称 年度

事 務 事 業 事 後 評 価 表

年度作成年度

総合計画の位置付け

施策コード

政策コード

県補助金

単位

全体計画

計画

直接事業費 A

7,000

一般財源

人件費単価 千円

千円

7,000

総事業費 A+B 千円

千円

財
源
内
訳

国補助金 千円

千円

その他 千円

起債 千円

人
件
費

従事職員数 人

7,000 7,000 7,000 7,000

計 B 千円

単年度繰返事業 平成 年度 ～ 平成 年度

継続事業 平成 年度 ～ 平成 年度



コード

　

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

（理由）

　

○今後の関連事業に対する改善点

○目的が達成されていない場合の課題と改善策

※３次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

事業の目的は達成されましたか。

いいえ

はい

いいえ

はい

事業を行わない場合の影響はありませんで
したか。

成果を向上させる余地はありませんでした
か。

はい

いいえ

町が税金を投入して行う必要がありました
か。

時代情勢や環境の変化などを考慮しても、
事業を行う必要がありましたか。

はい

いいえ

事業の対象・目的は適切でしたか。

町の対応

改善（ＡＣＴＩＯＮ)

住民等の意見

２次評価

有
効
性

効
率
性

直接事業費を削減することはできませんで
したか。

人件費を削減することはできませんでした
か。

受益者負担は適正でしたか。

類似事業との整理統合はできませんでした
か。

評価（CHECK)

１次評価

はい

いいえ

妥
当
性



別表２

コード

平成 年度

課コード

主管課名

基本事業名称

総合計画の位置付け

政策名称

関係課名

基　本　事　業　の　成　果

基 本 事 業 評 価 表

年　　　　　　　　度 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

基　本　事　業　の　目　的

施策名称

２次評価

Ｈ２０ Ｈ２１

成果指標の根拠・目標年度

住民等の意見

町の対応

成果指標

目標　Ａ

実績　Ｂ

達成率　Ｂ／Ａ

現状

課題

改善

１次評価



コード

　

計画どおりに事業を実施する 次年度以降に計画どおり実施する

計画を縮小して事業を実施する 次年度以降に計画を見直して実施する

計画を拡大して事業を実施する 当分の間は実施しない

他の類似事業と整理統合して実施する 実施しない

※３次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

評価（CHECK)

住民等の意見

町の対応

評価項目

類似事業との関連

費用対効果

１
次
評
価

２次評価

事業の緊急性・必
要性

事業採択結果

１次 ２次 ３次１次 ３次２次

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容


